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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第24期

中間連結会計期間

会計期間
自　2024年12月１日
至　2025年５月31日

売上高 （千円） 2,385,317

経常利益 （千円） 250,381

親会社株主に帰属する中間純利益 （千円） 169,998

中間包括利益 （千円） 169,803

純資産額 （千円） 1,597,583

総資産額 （千円） 2,545,943

１株当たり中間純利益 （円） 149.88

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益
（円） 145.57

自己資本比率 （％） 62.3

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 298,100

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △167,785

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △29,077

現金及び現金同等物の中間期末残高 （千円） 1,445,517

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．当社は、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間及び前連結会

計年度の主要な経営指標等については記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

なお、当中間連結会計期間より、株式会社販売促進研究所の株式を取得し子会社化したため、その子会社である

HSK-lab株式会社を含めた２社を連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社グルー

プは、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間及び前連結会計年度末と

の比較分析は行っておりません。

 

(1）財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における資産合計は、2,545,943千円となりました。主な内訳は、現金及び預金1,515,359

千円、売掛金433,517千円であります。

 

（負債）

当中間連結会計期間末における負債合計は、948,360千円となりました。主な内訳は、買掛金100,310千円、ポイ

ント引当金256,993千円、その他流動負債300,423千円であります。

 

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は、1,597,583千円となりました。主な内訳は、利益剰余金1,306,798

千円であります。

 

(2）経営成績の状況

当中間連結会計期間における世界経済は、底堅い成長を維持している一方、トランプ関税による景気下押し懸念

が急速に拡大しております。関税の影響顕在化に伴い、米国の輸入品価格の上昇を通じて米国の内需が抑制され、

各国企業の設備投資が抑制される恐れがあります。経済への逆風を踏まえ、主要国は景気の下支えを目的とした財

政拡張路線を示しており、世界経済の成長率は上下に振れる可能性など、依然として未知数な状況が継続しており

ます。

日本経済は、緩やかに回復しているものの、一部に足踏みもみられます。先行きは、トランプ関税を受けて輸出

が下押しされることなどから、成長率は鈍化する見通しです。企業の設備投資は、米国の政策不確実性の高まりか

ら一部で様子見の動きがみられるものの、人手不足対応やデジタル化・脱炭素・サプライチェーン強靱化などの

ニーズは根強く、総じて拡大傾向が続く見込みです。

このような経済環境のもと当社においては、引き続き調査会社、広告代理店からの受注が伸び悩み、売上の成長

に課題を残しました。一方、依然として当社内において内製化の余地があり、外注費抑制が奏功しております。ク

ライアントによるマーケティング・リサーチ需要が落ち着きを見せている中、主に、自動車業界、食品業界からの

受注が伸長いたしました。サービス別で見ると、インターネットリサーチの受注が、依然として伸長している一方

で、対面でのグループ・インタビューやデプスインタビューといったオフライン調査の受注が減少しております。

国内外における景気が不安定な情勢について見通しが難しい中、引き続き環境変化に合わせた柔軟な対応を継続的

に行ってまいります。

この結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高2,385,317千円、営業利益245,298千円、経常利益250,381

千円、親会社株主に帰属する中間純利益169,998千円となりました。

なお、当社グループはマーケティング・リサーチ事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略

しております。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前事業年度末と比べ

101,237千円増加し、1,445,517千円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次の通りであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、298,100千円の収入となりました。これは主に税金等調整前中間純利

益250,703千円、売上債権の減少額97,279千円、仕掛品の減少額35,492千円、減価償却費23,406千円などの資金

の増加要因に対し、法人税等の支払額38,191千円、仕入債務の減少額52,153千円などの資金の減少要因があった

ことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、167,785千円の支出となりました。これは主に連結範囲の変更を伴う

子会社株式の取得による支出156,205千円、無形固定資産の取得による支出11,360千円があったことによるもの

であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、29,077千円の支出となりました。これは主に配当金の支払額46,469千

円、新株予約権の行使による株式の発行による収入20,248千円があったことによるものであります。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当社は、2024年11月29日開催の取締役会において、株式会社販売促進研究所の株式を取得し、子会社化することに

ついて決議し、2024年12月２日付で同社との間で株式譲渡契約を締結し、株式を取得しました。

詳細につきましては、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」をご参照くだ

さい。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2025年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年７月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,148,700 1,148,700
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 1,148,700 1,148,700 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2025年７月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年12月１日～

2025年５月31日

（注）

25,700 1,148,700 12,705 164,480 12,705 114,480

（注）新株予約権の行使により増加しております。
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（５）【大株主の状況】

  2025年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

町田　正一 東京都渋谷区 459,900 40.03

中川　昂 東京都大田区 66,500 5.78

株式会社ビデオリサーチ 東京都千代田区三番町6-17 50,000 4.35

町田　香織 東京都渋谷区 30,000 2.61

株式会社エクスクリエ 東京都新宿区西新宿3-20-2 25,000 2.17

水城　良祐 東京都世田谷区 20,000 1.74

木原　康博 東京都港区 14,000 1.21

冨安　理之 北海道札幌市中央区 7,300 0.63

楽天証券株式会社 東京都港区青山2-6-21 5,700 0.49

渡邉　準 兵庫県西宮市 5,000 0.43

中野　登喜男 栃木県那須塩原市 5,000 0.43

計 － 688,400 59.93

（注）発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,146,600 11,466

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式であり、単元株

式数は100株でありま

す。

単元未満株式 普通株式 2,100 － －

発行済株式総数  1,148,700 － －

総株主の議決権  － 11,466 －

（注）１．新株予約権の行使により、発行済株式総数が25,700株増加しております。

２．単元未満株式の欄には、自己名義株式が63株含まれております。

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）退任役員
 

役職名 氏名 退任年月日

取締役
営業部長

水城　良祐 2025年５月31日

　

(2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性6名　女性－名（役員のうち女性の比率－％）
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

なお、当社は当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、比較情報を記載しておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年12月１日から2025年５月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

 （単位：千円）

 
当中間連結会計期間
（2025年５月31日）

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 1,515,359

受取手形 1,338

売掛金 433,517

仕掛品 25,521

その他 39,023

貸倒引当金 △6,646

流動資産合計 2,008,113

固定資産  

有形固定資産 53,376

無形固定資産  

のれん 93,786

その他 112,714

無形固定資産合計 206,501

投資その他の資産 277,952

固定資産合計 537,830

資産合計 2,545,943

負債の部  

流動負債  

買掛金 100,310

１年内返済予定の長期借入金 5,712

未払法人税等 91,339

賞与引当金 62,127

ポイント引当金 256,993

株主優待引当金 4,500

その他 300,423

流動負債合計 821,406

固定負債  

長期借入金 24,768

役員退職慰労引当金 6,236

退職給付に係る負債 63,553

資産除去債務 8,593

その他 23,803

固定負債合計 126,953

負債合計 948,360

純資産の部  

株主資本  

資本金 164,480

資本剰余金 114,480

利益剰余金 1,306,798

自己株式 △170

株主資本合計 1,585,588

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 △195

その他の包括利益累計額合計 △195

新株予約権 12,189

純資産合計 1,597,583

負債純資産合計 2,545,943
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

 （単位：千円）

 
当中間連結会計期間

（自　2024年12月１日
至　2025年５月31日）

売上高 2,385,317

売上原価 1,384,511

売上総利益 1,000,806

販売費及び一般管理費 ※ 755,508

営業利益 245,298

営業外収益  

受取利息 778

受取配当金 203

補助金収入 4,897

その他 1,287

営業外収益合計 7,166

営業外費用  

支払利息 157

為替差損 1,699

その他 226

営業外費用合計 2,082

経常利益 250,381

特別利益  

新株予約権戻入益 541

特別利益合計 541

特別損失  

固定資産売却損 220

特別損失合計 220

税金等調整前中間純利益 250,703

法人税、住民税及び事業税 79,507

法人税等調整額 1,196

法人税等合計 80,704

中間純利益 169,998

親会社株主に帰属する中間純利益 169,998
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【中間連結包括利益計算書】

 （単位：千円）

 
当中間連結会計期間

（自　2024年12月１日
至　2025年５月31日）

中間純利益 169,998

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 △195

その他の包括利益合計 △195

中間包括利益 169,803

（内訳）  

親会社株主に係る中間包括利益 169,803
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
当中間連結会計期間

（自　2024年12月１日
至　2025年５月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間純利益 250,703

減価償却費 23,406

のれん償却額 4,936

新株予約権戻入益 △541

貸倒引当金の増減額（△は減少） △370

賞与引当金の増減額（△は減少） 69

ポイント引当金の増減額（△は減少） 4,694

株主優待引当金の増減額（△は減少） 489

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,505

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,390

受取利息及び受取配当金 △981

支払利息 157

補助金収入 △4,897

固定資産売却損益（△は益） 220

売上債権の増減額（△は増加） 97,279

棚卸資産の増減額（△は増加） 35,492

仕入債務の増減額（△は減少） △52,153

その他 △20,822

小計 334,566

利息及び配当金の受取額 632

利息の支払額 △157

補助金の受取額 1,250

法人税等の支払額 △38,191

営業活動によるキャッシュ・フロー 298,100

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △1,200

無形固定資産の取得による支出 △11,360

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△156,205

敷金の差入による支出 △1,220

その他 2,200

投資活動によるキャッシュ・フロー △167,785

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △2,856

新株予約権の行使による株式の発行による収入 20,248

配当金の支払額 △46,469

財務活動によるキャッシュ・フロー △29,077

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 101,237

現金及び現金同等物の期首残高 1,344,280

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,445,517
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当中間連結会計期間において、株式会社販売促進研究所の株式を取得し子会社化したため、その子会社である

HSK-lab株式会社を含めた２社を連結の範囲に含めております。

なお、連結子会社のうち株式会社販売促進研究所及びHSK-lab株式会社の決算日は３月31日であります。

中間連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、４月１日から中

間連結決算日５月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に

基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
当中間連結会計期間
（2025年５月31日）

当座貸越極度額 550,000千円

借入実行残高 －

差引額 550,000〃

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当中間連結会計期間
（自　2024年12月１日
至　2025年５月31日）

貸倒引当金繰入額 △370千円

給料手当 228,565〃

賞与引当金繰入額 21,796〃

退職給付費用 2,331〃

株主優待引当金繰入額 4,500〃

役員退職慰労引当金繰入額 674〃

地代家賃 90,417〃

減価償却費 21,955〃

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
当中間連結会計期間

（自　2024年12月１日
至　2025年５月31日）

現金及び預金勘定 1,515,359千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △69,841〃

現金及び現金同等物 1,445,517〃
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（株主資本等関係）

当中間連結会計期間（自　2024年12月１日　至　2025年５月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年２月26日
定時株主総会

普通株式 41,548 37.00 2024年11月30日 2025年２月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年７月14日
取締役会

普通株式 42,499 37.00 2025年５月31日 2025年８月８日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当中間連結会計期間（自　2024年12月１日　至　2025年５月31日）

当社グループは、マーケティング・リサーチ事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報の記載

を省略しております。

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社販売促進研究所

事業の内容　　　　マーケティング・リサーチの企画・実施・コンサルティング業務

(2）企業結合を行った主な理由

当社が持つ業界内での広範なネットワークやマーケティング力と、株式会社販売促進研究所の高度な分析

技術や専門知識を組み合わせることで、新たな市場機会の創出や既存事業の強化を図ります。また、両社の

連携により、より革新的なサービスや商品を迅速に展開し、お客様の期待を超える価値をお届けすることを

目指します。

(3）企業結合日

2024年12月２日

(4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5）結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

(6）取得した議決権比率

100％

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

 

２．中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2024年10月１日から2025年３月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金　248,750千円

取得原価　　　　　248,750
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４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　2,775千円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

98,722千円

(2）発生原因

主として今後の事業展開によって期待される超過収益力から発生したものであります。

(3）償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 207,252千円

固定資産 45,670千円

資産合計 252,922千円

流動負債 50,912千円

固定負債 53,671千円

負債合計 104,583千円

 

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当中間連結会計期間（自　2024年12月１日　至　2025年５月31日）

（単位：千円）
 

 
報告セグメント

マーケティング・リサーチ事業

オンライン調査（注１） 1,340,038

オフライン調査（注１） 865,755

その他（注２） 179,524

顧客との契約から生じる収益 2,385,317

外部顧客への売上高 2,385,317

（注）１．当社グループのサービスは、オンライン・リサーチサービス、オフライン・リサーチサービス、パネル・リ

クルーティングサービスに大別されますが、当該収益分解については、調査手法別のオンライン調査、オフ

ライン調査で集計しております。なお、パネル・リクルーティングサービスは、オンライン調査、オフライ

ン調査のそれぞれに含まれております。

２．その他には、他サービスに含まれない新聞広告調査受託業務、派遣収入、ＨＲテックサービスに関する収入

などが含まれております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
当中間連結会計期間

（自　2024年12月１日
至　2025年５月31日）

１株当たり中間純利益 149円88銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 169,998

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
169,998

普通株式の期中平均株式数（株） 1,134,237

  

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 145円57銭

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－

普通株式増加数（株） 33,551

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

－

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

2025年７月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………………………42,499千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………………………37円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………………………2025年８月８日

（注）　2025年５月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年７月14日

株　式　会　社　ア　ス　マ　ー　ク

　　　　　　　取　締　役　会　　御　中

 

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

　　　　　　横　浜　事　務　所

 

 
指定有限責任社員

 
業務執行社員

 公認会計士 細　野　和　寿

 

 
指定有限責任社員

 
業務執行社員

 公認会計士 森　竹　美　江

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アスマークの2024年12月1日から2025年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年

12月1日から2025年5月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アスマーク及び連結子会社の2025年5月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ

ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レ

ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間

連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その

他の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表におい

て、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されてい

ないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を

喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中

間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結

論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を

含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠

を入手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責

任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の

重要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた

めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用

している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
 
（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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